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新型コロナウイルス感染症対策有識者会議（第１回） 

追 加 資 料  

１．学校休業の長期化の影響把握と対応 

（座長まとめ） ・ 結果的に学校休業が長期化したことによる様々な影響が論点の一つ。 

・ 休業延長の過程で想定された影響の把握や対応について議論したい。 

 
  

区  分 学校休業による影響等 対  応 

道による休業要請 

2/27(木)～3/4(水) 

※ 期間については、イン

フルエンザの流行による 

６日間の学校閉鎖の事例

などを参考とした 

・ 保護者負担の増 

・ 家庭における感染症

対策の徹底 

・ 学習の遅れ 

・ 2/26 経済８団体へ保護者の休暇取得支援等を要請 

・ 2/26 毎日朝晩、家庭での体温測定及び健康観察（風邪

症状が見られる場合は学校を休むことを徹底）を通知 

・ 2/27チャレンジテスト、民間企業が作成した家庭学習教

材や「感染症予防の日」に関する教材を提供 

国による休業要請 

3/2(月)～春休み開始日 

 国の通知を参考に、 

以下の影響を想定 

・ 高等学校入学者選抜

の実施 

・ 児童生徒への偏見、 

いじめへの対応、心の

ケア 

・ 学習の遅れ 

・ 学校行事の円滑な実

施 

・ 保護者負担の増 

・ 2/28 高等学校入学者選抜に関し、全日制課程について

は学力調査のみ実施する等の対応を通知 

・ 2/28 感染症対応やいじめ・偏見など悩みの相談など、

臨時休業中の過ごし方について通知 

・ 3/3 文科省学習支援コンテンツポータルサイトの周知 

・ 3/3 放課後児童クラブ等の活用による子どもの居場所の

確保について通知 

・ 3/4 家庭訪問や来校相談の実施について、保護者に周

知 

・ 3/4 小・中学校等の卒業式を最小限で実施する旨通知 

・ 3/6 教職員の在宅勤務実施要領を通知 

・ 3/6 放課後児童クラブ等の活用による子どもの居場所の

確保に関する留意事項について通知 

・ 3/9 分散登校の実施を通知個人向け 

・ 3/25 感染症の影響による休業等で一時的に資金が必

要な世帯への緊急小口資金等の貸付の特例措置（貸付

上限の上乗せ、据置期間及び償還期限の延長）を実施。 
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２．経済活動への影響と対応 

（座長まとめ） ・ ３回目の議論につながるため、第１波における経済活動への影響や対応について整理いた

だきたい。 

➣ 第３回有識者会議で議論 
 
 
 
３．検査体制の整備 

（座長まとめ） ・ 検査体制の整備について、検査開始当時はどのような課題があったのかもう少し整理願う。 

➣ 上記課題に対する対応については「第２波への対応（第２回有識者会議）」で議論 

影響の把握等 対  応 

○ 各種調査により第１波当時の影響を把握 

・道内経済への影響に関する緊急ヒアリング 

（2/26、3/24発表） 

・影響の大きい業種団体への緊急ヒアリング（3/3） 

・業種別団体ヒアリング（3/13） 

・企業経営者意識調査 中間集計（3/19） 

（１） 事業者支援 

「経営・金融特別相談室」の設置（1/29）や低金利融資

（経営環境変化対応貸付）の開始（1/29）、中小企業向け支

援策の情報発信、金融円滑化に向けた金融機関への協力

要請（2/28）、企業・団体の取組事例の情報発信など 

（２） 雇用者支援 

労働者からの相談対応や勤労者福祉資金の保証料免除

適用（3/5）、病気休暇制度の整備など経済８団体への要請

（2/26）、緊急雇用対策本部（道・北海道労働局合同）の設

置（3/26）など 

（３） 国への要請 

知事から首相等へ要請（2/29）、全国知事会を通じた要

請（2/5、2/21、2/25、3/5）など 

（４） 経済団体との意見交換 

道内経済への影響及び道の取組に関する意見交換 

※ 3/25 道の緊急対策（第１弾）を議決 

第1波（１月末～３月末）当時の課題 

○ 未知のウイルスであり、 PCR検査に係る十分な知見やノウハウが不足している状況 

○ ＰＣＲ検査実施のための検査機器や試薬が全国的にも不足（道としては、国から試薬を入手次第検査

開始） 

○ 行政検査の実施機関が衛生研究所等の公的機関に限定されていた 


